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アンケート調査概要

◼ 一般社団法人スマートシティ・インスティテュートは、2020年より、賛助会員自治体を対象にした定点観測アンケートを
実施しています。3回目となる今回は、131の自治体より回答を得ました。

タイトル 第3回スマートシティ推進に関するアンケート

調査対象 SCI-Japan賛助会員である地方自治体

調査期間 2022年10月～12月

調査項目 19問

配布・回収数 配布280自治体、回収131自治体、回収率47%

政令市・中核市・

特別区

25%

人口10万人以上

25%

人口10万人未満

40%

広域自治体

10%

回答自治体属性（人口規模）

政令市・中核市・

特別区

33%

人口10万人以上

25%

人口10万人未満

34%

広域自治体

8%

回答自治体属性（人口規模）

第2回（2021年） 119自治体 第1回（2020年） 119自治体第3回（2022年） 131自治体

政令市・中核市・特別区

18%

人口10万人以上

27%

人口10万人未満

41%

都道府県等

14%

回答自治体属性（人口規模）
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第1部 スマートシティの推進状況
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28%

25%

11%

18%
17%

1%

予定なし 検討段階 計画策定段階 実証実験段階 社会実装段階 その他

スマートシティの推進状況

スマートシティ推進の検討状況

◼ 全体（131自治体）のうち約7割がスマートシティの推進について検討もしくは推進中と回答（予定なしは28%）。
そのうち、「社会実装段階」に移行している自治体は、全体の17%（22自治体）となっている。

全体の7割が検討もしくは実施中。17%が社会実装段階に移行

（N=131）
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19%

49%

13% 13%

4% 2%

31%
34%

12%

18%

6%
0%

28%
25%

11%

18% 17%

1%

予定なし 検討段階 計画策定段階 実証実験段階 社会実装段階 その他

スマートシティの推進状況 2020 2021 2022

◼ 「検討段階」にある自治体は2年前の49％から25%に減少し、次の段階に移行。「社会実装段階」にある自治体
は2年前の4%から17％へ増加。特にこの1年で＋13%Pの大幅増。

（2020年 n=119）
（2021年 n=119）
（2022年 n=131）

スマートシティ推進の検討状況 ～ 経年比較
この2年間で検討が進み、次の段階へと移行。社会実装段階の自治体はこの1年で大幅に増加
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17%

13%

17%

33%

21%

34%

17% 17%

14%

17%

31%

28%

6%

17%
19%

予定なし 検討段階 計画策定段階 実証実験段階 社会実装段階

スマートシティの推進状況 (n=24) 政令市・中核市・特別区

(n=35) 人口10万人以上

(n=54) 人口10万人未満

スマートシティ推進の検討状況 ～ 都市規模別のブレークダウン

◼ 小規模自治体（人口10万人未満）では、検討段階の自治体が約3割と他に比べて高め。

◼ 大規模自治体（政令市・中核市・特別区）では、5割以上が実証実験・社会実装段階に進んでいる。

（n=131）

大規模自治体（政令市・中核市・特別区）では、5割以上が実証実験・社会実装段階に移行

（上記を除く）
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2020 2021 2022 2020 2021 2022 2020 2021 2022

26 33 45 11 19 30 15 14 15

28% 41% 49% 58% 70% 67% 9% 26% 32%

6 7 5 1 1 3 5 6 2

6% 9% 5% 8% 4% 7% 5% 11% 4%

62 41 42 9 7 12 53 34 30

66% 51% 46% 33% 26% 27% 86% 63% 64%

94 81 92 21 27 45 73 54 47

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

全回答

設置予定あり

設置予定なし

実証・社会実装段階

回答計

検討・計画策定段階

設置済

スマートシティを推進する専門部署の有無 ～ 経年比較

◼ この2年間で専門部署の設置が着実に進んでいる（28％→49%）。検討・計画策定段階の自治体において
も設置が進み、約3割が設置済となっている。

（2020年 n=94）
（2021年 n=81）
（2022年 n=92）

この2年間で専門部署の設置が着実に進捗
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2020 2021 2022 2020 2021 2022 2020 2021 2022

25 23 37 14 21 32 11 2 5

29% 28% 40% 67% 51% 71% 10% 5% 11%

11 16 13 1 11 5 10 5 8

12% 20% 14% 5% 27% 11% 12% 13% 17%

55 42 42 6 9 8 49 33 34

60% 52% 46% 29% 22% 18% 78% 83% 72%

91 81 92 21 41 45 70 40 47

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

設置予定なし

回答計

設置予定あり

全回答 実証・社会実装段階 検討・計画策定段階

設置済

スマートシティ推進コンソーシアムの有無 ～ 前年との比較

◼ 一年前に比べて、「設置済」の自治体の比率が増加（28%→40％）。特に実証実験・社会実装段階の自治体で
顕著に増加（51%→71%）。他方で、検討・計画策定段階の自治体の設置率は11％にとどまる。

（2020年 n=94）
（2021年 n=81）
（2022年 n=92）

この１年間でコンソーシアムの設置が進捗。但し、検討・計画策定段階の自治体においては設置は1割にとどまる
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26%

29%

22% 23%
20%

8%

24%

5%

43%

協働を検討している組織・団体

63%

48%

25%

17% 18%

3%

25%

14%

27%

既に協働している組織・団体

既に協働している組織・団体／協働を検討している組織・団体

◼ スマートシティ推進のために協働中の組織・団体のトップ3は、①「大学・研究機関」、②「経済・産業団体」、③「他の
自治体」、「医療・介護機関」。

◼ 今後、協働を検討している組織・団体のトップ3は、①「経済・産業団体」、②「大学・研究機関」、③「他の自治体」。
「民間のスタートアップ支援組織」、「医療・介護機関」、「NPO・非営利団体」が僅差で続く。

2020年12月1日現在

①

②

③

①
②

③

（n=93） （n=93）

③

協働中の組織・団体のトップ3は、①「大学・研究機関」、②「経済・産業団体」、③「他の自治体」、「医療・介護機関」
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25%

28%

25%

17%

14%

2%

15%

13%

42%

34%

39%

24%

21%
20%

10%

15%

6%

44%

26%

29%

22%
23%

20%

8%

24%

5%

43%

協働を検討している組織・団体 2020 2021 2022

35%

27%

8%

5%

11%

3%

14%
12%

47%

49%

30%

17%

14% 14%

4%

24%

21%

31%

63%

48%

25%

17% 18%

3%

25%

14%

27%

既に協働している組織・団体 2020 2021 2022

既に協働している／協働を検討している組織・団体 ～ 経年比較

◼ この2年間で、大学・研究機関（+28%P）や経済・産業団体（＋21%P）、医療・介護機関（＋17%P）、
民間のスタートアップ支援組織（＋12%P）との協働が大きく進展。

◼ 今後の協働相手としては、他の自治体が前年に比べて大きく増加（＋9%P）。

2020年12月1日現在

（2020年 n=92）
（2021年 n=80）
（2022年 n=93）

（2020年 n=94）
（2021年 n=80）
（2022年 n=93）

この2年間で、①「大学・研究機関」、②「経済・産業団体」、③「医療・介護機関」、④「民間のスタートアップ支援組織」との協働が大きく進展
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65%

26%
28%

38%

32%

2%
13%

67%

9%

46%

5%

22%

2% 10%

24%

9% 4% 9%

検討・計画されているスマートシティの対象領域

（上位５つまで）

検討・計画しているスマートシティの対象領域をご回答ください（上位５つまで）

◼ スマートシティ対象領域のトップ５は、上位から①「移動・交通」、②「医療・健康」、③「防災」、④「デジタルガバメント」、
⑤「観光」。

(n=93)

①②

③

④
⑤

対象領域のトップ3は、①「移動・交通」、②「医療・健康」、③「防災」
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48%

21%

38%

43%

27%

14%

64%

4%

32%

7%

20%

6%

36%

3% 2%

14%

58%

22%

34%

48%

28%

13%

59%

4%

46%

8%

29%

10%

23%

8% 9% 9%

65%

26%
28%

38%

32%

13%

67%

9%

46%

5%

24%

10%

24%

9%

4%

9%

検討・計画されているスマートシティの対象領域

（上位５つまで）

2020 2021 2022

スマートシティの対象領域 ～ 経年比較

◼ トップ３の「移動・交通」、「医療・健康」、「防災」は、経年でみても増加傾向。

◼ 「教育・文化」、「キャッシュレス・決済」は、2年前に比べて10%P以上低下。

(*) 2020年は環境・エネルギー、2021、2022年は気候温暖化対応、環境保全の合計値

（2020年 n=90）
（2021年 n=80）
（2022年 n=93）

対象領域トップ3の①「移動・交通」、②「医療・健康」、③「防災」は経年でみても増加傾向
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スマートシティの対象領域 ～ 推進段階別のブレークダウン

◼ 実証実験・社会実装段階の自治体：「移動・交通」、「医療・健康」、「防災」がトップ３で、検討・計画策定段階の自治
体に比べて10%P以上高い。「介護・福祉」「気候温暖化対応」も比較的高め。

◼ 検討・計画策定段階の自治体：「キャッシュレス・決済」、「農林水産業」、「防災・セキュリティ」が比較的高め。

都市規模によっても異なる対象領域、移動・交通、医療・健康、防災の実証・実装が進む

59%

19%

31%

34%

28%

3%

19%

50%

6%

41%

13% 13%

3%

13%

34%

3% 3%

16%

69%

33%

27%

36%
33%

2%

9%

82%

9%

56%

2%

27%

2%

9%

18%
16%

7%

2%

検討・計画されているスマートシティの対象領域（上位５つまで）

【検討段階別】
(n=47) 検討・計画段階

(n=45) 実証・実装段階

【推進段階別】
①

③

②
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デジタル田園都市国家構想推進交付金（タイプ1,2,3）の採択状況

◼ 回答自治体の約半数（53％）がタイプ1~3のいずれかに採択。タイプ２，３の採択自治体は全体20%（一部
重複あり）。タイプ２・３は、実証実験・社会実装段階の自治体が中心。

(2020年 n=89)
（2021年 n=80）45%

2%

37%

16%

4%

申請していない 申請したが不採択 タイプ１に採択 タイプ２に採択 タイプ３に採択

令和3年度補正予算のデジタル田園都市国家構想推進

交付金タイプ1～3への申請・採択状況（複数回答）

（n=94）

回答自治体の約半数がタイプ１～3のいずれかに採択、タイプ２・３は、実証実験・社会実装段階の自治体が中心

48%

2%

50%

2% 0%

42%

2%

24%

29%

9%

申請していない 申請したが不採択 タイプ１に採択 タイプ２に採択 タイプ３に採択

【推進段階別】 (n=48) 検討・計画策定段階

(n=45) 実証・社会実装段階
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デジタル田園都市国家構想推進交付金（タイプ1,2,3）次回の申請意向

◼ 次回の交付金への申請予定の自治体は、全体の54%。実証実験・社会実装段階の自治体では6割が申請予定。

(n=80)

5%

40%

54%

申請する予定なし 申請するかどうか未定 申請予定

次回のデジタル田園都市国家構想推進交付金

への申請予定
（n=94）

全体の54%が次回申請予定と回答、実証実験・社会実装段階の自治体では6割が申請予定

2%

48%

50%

9%

31%

60%

申請する予定なし 申請するかどうか未定 申請予定

【推進段階別】 (n=48) 検討・計画策定段階

(n=45) 実証・社会実装段階
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第２部 スマートシティ推進上の課題
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日本のスマートシティ本格導入に向けた課題の共通仮説
⇒ 12の要素・24の課題を設定

② 導入目的・意識・コンセプト

① リーダーシップ/アーキテクト*

③ 情報源・相談相手

⑤ ビジネスモデル・マネタイズ

Q1:  首長のリーダーシップの欠如・無関心

Q5:  政策情報源や（霞ヶ関等）相談相手へのアクセスが弱い

Q3:  導入目的が不明確・課題意識が弱い（困っていない）

Q4:  導入コンセプト・戦略や計画があやふや・不在

Q2:  アーキテクト（総合プロデューサー）がいない

Q6: 導入ノウハウ、成功・失敗事例等の実践情報の収集が困難

Q10:  ファイナンス方法やマネタイズ方法の目途が立たない

Q9:  スマートシティの各施策をビジネスモデルに転換できない

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
推
進
上
の
課
題
・
制
約

④ 政策優先度・予算配分
Q7:  スマートシティ政策の優先順位が低い

Q8: スマートシティ政策への予算配分が不十分

（＊「アーキテクト」はスーパーシティ申請に必須の制度上の概念。スマートシティには求められてはいない）
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⑦ 組織構造・文化

⑪ 法規制・手続・慣行

⑥-1 デジタル人材

⑨ 地域での合意形成・市民参加

Q12: データ連携基盤の構築・都市OSの導入ができない

Q11:  ICTやデータに強い人材が不足している

Q13:  組織が縦割りでスマートシティ導入に適さない

Q21:  法規制・手続が複雑または多過ぎ、改革負担が過大

Q17:  ステークホルダーとの合意形成やガバナンス構築が困難

Q18:  スマートシティ導入に関する市民の参加意識が低い

Q14:  組織文化が保守的で変革を嫌う。変化は評価されない

Q22:  法規制・手続・慣行への順守意識が強すぎ、変化を嫌う

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
推
進
上
の
課
題
・
制
約

⑩ 地域パートナー・人口規模
Q19:  地域に産官学民連携パートナー(リソース)がいない

Q20: 人口規模が小さく、単独ではスマートシティ導入は困難

Q15:  スマートシティ担当チームの規模が小さ過ぎる
⑧ プロジェクト推進能力

Q16:  スマートシティ担当チームの権限が小さ過ぎる

⑥-2 デジタルインフラ（都市OS等）

⑫ 情報セキュリティ対応
Q23:  個人情報の取り扱いに関する条例改正の負担が過大

Q24:  情報セキュリティの強化に関する対応の負担が過大

21年より設問を分割

21年より設問を新設

日本のスマートシティ本格導入に向けた課題の共通仮説
⇒ 12の要素・24の課題を設定

設問をより具体化
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53%

44%

14%

37%

41%

20%

11% 11%

26%

32%

2% 3% 1%

スマートシティを本格的に推進する上で、特に重要と思われる要素

（上位3つまで）

スマートシティを本格的に推進する上で特に重要な要素（３つまで）

◼ スマートシティを本格的に推進する上で重要な要素のトップ３は、①「リーダーシップ・アーキテクト」、 ②「導入目的・課
題意識・コンセプト」 、③「ビジネスモデル・マネタイズ」。④ 「政策優先度・予算配分」、⑤「地域での合意形成・市民参
加」が僅差で続く。

(n=93)

①

②
③

④
⑤

重要な要素のトップ３は、①「リーダーシップ・アーキテクト」、 ②「導入目的・課題意識・コンセプト」 、③「ビジネスモデル・マネタイズ」
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61%

47%

20%

34% 34%

15%

10%

24%

35%

3%
5%

52%

35%

9%

37% 38%
35%

5%

24%

41%

5%

0%

4%

53%

44%

14%

37%

41%

31%

11%

26%

32%

2% 3%
1%

スマートシティを本格的に推進する上で、特に重要と思われる要素

（上位3つまで）

2020 2021 2022

スマートシティを本格的に推進する上で特に重要な要素 ～ 経年比較

◼ 2年前に比べると、「ビジネスモデル・マネタイズ」、「デジタル人材＋インフラ」の順位・比率が増加。「リーダーシップ・アー
キテクト」や「情報源・相談相手」の比率は低下。

◼ 前年比では、「導入目的・意識・コンセプト」が2位に再浮上、「合意形成・市民参加」が5位に低下。

(*)2021年以降は、デジタル人材とデジタルインフラの合計値

(2020年 n=88)
（2021年 n=88）
（2022年 n=93）

2年前に比べると、「ビジネスモデル・マネタイズ」、「デジタル人材＋インフラ」の順位・比率が増加。

③

④
⑥

⑧

②

⑤

②

①

④

⑤

②

①

④ ③
③

①

④
⑤
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29%
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18%
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11%

22%

31%
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スマートシティを本格的に推進する上で、特に重要と思われる要素（３つまで）

【検討段階別】
(n=47) 検討・計画段階

(n=45) 実証・実装段階

◼ 検討・計画策定段階の自治体では、①「リーダーシップ・アーキテクト」、②「導入目的・意識・コンセプト」、③「政策優
先度・予算配分」が上位にランク。

◼ 実証実験・社会実装段階の自治体では、「政策優先度・予算配分」が大幅低下する一方で、「ビジネスモデル・マネタ
イズ」が最重要の要素として浮上。

スマートシティを本格的に推進する上で特に重要な要素 ～ 推進段階別のブレークダウン

①
②

③
③

①②

⑥
⑤

【推進段階別】

推進段階によって重要な要素が変化、実証実験・社会実装段階では、ビジネスモデル・マネタイズが最重要要素に浮上
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24. 情報セキュリティの強化に関する対応等を適時適切に実施すること

23. 個人情報の取り扱いに関する条例の改正等を適時適切に実施すること

22. 法規制・条例・手続き等の変更や特区の申請等を適時適切に実施すること

21. 法規制・条例・手続き等の変更や特区の申請等を自由に発想・検討すること

20. スマートシティ導入に適した人口規模を有すること、または広域連携すること

19. 地域の産官学民連携パートナーを確保すること

18. スマートシティ導入に関する市民の参加意識を高めること

17. ステークホルダーの合意形成に必要なガバナンス体制を構築すること

16. スマートシティ担当チームに必要⼗分な権限を与えること

15. スマートシティ担当チームに必要なスキルを持った人材を配置すること

14. スマートシティ導入に適した組織文化を醸成すること

13. スマートシティ導入に適した担当部署や指揮命令系統を組織内に設置すること

12. 官民データ連携プラットフォームや都市OSをデザインし導入すること

11. ICTやデータに強い人材を育成・確保すること

10. スマートシティの資金調達方法やマネタイズ方法を確⽴すること

9. スマートシティの施策を自律自⾛可能なビジネスモデルへと変換すること

8. スマートシティ政策に対して⼗分な予算配分を行うこと

7. 各種政策のなかで、スマートシティ政策の優先順位を高めること

6. 導入ノウハウ、成功・失敗事例等の実践情報を収集すること

5. 政策情報源（中央省庁等）や相談相手を確保すること

4. 導入コンセプト・戦略や計画を策定すること

3. 導入目的や課題意識を明確にすること

2. 全体を統括するアーキテクト（総合プロデューサー）人材を発掘し、任命すること

1.首長のリーダーシップが⼗分に発揮されること

7 全くできていない 6 あまりできていない 5 どちらかいうとできていない 4 どちらでもない 3 どちらかというとできている 2 ある程度できている 1 ⼗分にできている

（N=77）

スマートシティ推進上の直面する最大の課題は、①ビジネスモデル・マネタイズ、②地域での
合意形成・市民参加、③データ連携・都市OSの導入（トップ３は不変）

◼ この2年間で各課題への対応は進捗（ネガティブ評価の比率は総じて低下）。特に、重要な要素のトップ２である
「リーダーシップ・アーキテクト」、「導入目的・意識・コンセプト」については、対応できているが多い。

(n=91）

①

②

③

重要性

④

⑤
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24. 情報セキュリティの強化に関する対応等を適時適切に実施すること

23. 個人情報の取り扱いに関する条例の改正等を適時適切に実施すること

22. 法規制・条例・手続き等の変更や特区の申請等を適時適切に実施すること

21. 法規制・条例・手続き等の変更や特区の申請等を自由に発想・検討すること

20. スマートシティ導入に適した人口規模を有すること、または広域連携すること

19. 地域の産官学民連携パートナーを確保すること

18. スマートシティ導入に関する市民の参加意識を高めること

17. ステークホルダーの合意形成に必要なガバナンス体制を構築すること

16. スマートシティ担当チームに必要⼗分な権限を与えること

15. スマートシティ担当チームに必要なスキルを持った人材を配置すること

14. スマートシティ導入に適した組織文化を醸成すること

13. スマートシティ導入に適した担当部署や指揮命令系統を組織内に設置すること

12. 官民データ連携プラットフォームや都市OSをデザインし導入すること

11. ICTやデータに強い人材を育成・確保すること

10. スマートシティの資金調達方法やマネタイズ方法を確⽴すること

9. スマートシティの施策を自律自⾛可能なビジネスモデルへと変換すること

8. スマートシティ政策に対して⼗分な予算配分を行うこと

7. 各種政策のなかで、スマートシティ政策の優先順位を高めること

6. 導入ノウハウ、成功・失敗事例等の実践情報を収集すること

5. 政策情報源（中央省庁等）や相談相手を確保すること

4. 導入コンセプト・戦略や計画を策定すること

3. 導入目的や課題意識を明確にすること

2. 全体を統括するアーキテクト（総合プロデューサー）人材を発掘し、任命すること

1.首長のリーダーシップが⼗分に発揮されること

7 全くできていない 6 あまりできていない 5 どちらかいうとできていない 4 どちらでもない 3 どちらかというとできている 2 ある程度できている 1 ⼗分にできている

（N=77）

2021調査での課題トップ３は、①ビジネスモデル・マネタイズ、②市民参加・合
意形成、③データ連携・都市OSの導入

(n=77）

◼ 前回の調査では、24項目中、6項目でネガティブ評価が50%を超過。

2021年
調査

第2回（2021年）調査
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2020年調査での課題トップ３は、①ビジネスモデル・マネタイズ、②市民参加・
合意形成、③アーキテクトの発掘・任命

(n=82）

◼ 2020年調査では、22項目中、12項目でネガティブ評価が50%を超過。
第1回（2020年）調査

2020年
調査
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24. 情報セキュリティの強化に関する対応等を適時適切に実施すること

23. 個人情報の取り扱いに関する条例の改正等を適時適切に実施すること

22. 法規制・条例・手続き等の変更や特区の申請等を適時適切に実施すること

21. 法規制・条例・手続き等の変更や特区の申請等を自由に発想・検討すること

20. スマートシティ導入に適した人口規模を有すること、または広域連携すること

19. 地域の産官学民連携パートナーを確保すること

18. スマートシティ導入に関する市民の参加意識を高めること

17. ステークホルダーの合意形成に必要なガバナンス体制を構築すること

16. スマートシティ担当チームに必要⼗分な権限を与えること

15. スマートシティ担当チームに必要なスキルを持った人材を配置すること

14. スマートシティ導入に適した組織文化を醸成すること

13. スマートシティ導入に適した担当部署や指揮命令系統を組織内に設置すること

12. 官民データ連携プラットフォームや都市OSをデザインし導入すること

11. ICTやデータに強い人材を育成・確保すること

10. スマートシティの資金調達方法やマネタイズ方法を確⽴すること

9. スマートシティの施策を自律自⾛可能なビジネスモデルへと変換すること

8. スマートシティ政策に対して⼗分な予算配分を行うこと

7. 各種政策のなかで、スマートシティ政策の優先順位を高めること

6. 導入ノウハウ、成功・失敗事例等の実践情報を収集すること

5. 政策情報源（中央省庁等）や相談相手を確保すること

4. 導入コンセプト・戦略や計画を策定すること

3. 導入目的や課題意識を明確にすること

2. 全体を統括するアーキテクト（総合プロデューサー）人材を発掘し、任命すること

1.首長のリーダーシップが⼗分に発揮されること

7 全くできていない 6 あまりできていない 5 どちらかいうとできていない 4 どちらでもない 3 どちらかというとできている 2 ある程度できている 1 ⼗分にできている

スマートシティ推進上の最大の課題 ～ 検討・計画策定段階

◼ ネガティブ評価の比率が総じて高い。ビジネスモデル・マネタイズ、市民参加・合意形成、データ連携・都市OSの導入に
加えて、アーキテクトの任命、予算配分、組織文化の醸成、人材確保、ガバナンス、法令対応など多くの項目でネガティ
ブ評価が50％を超える。

推進段階によって異なる課題、検討・計画策定段階では、多くの項目でネガティブ評価が50%超

(n=46）
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24. 情報セキュリティの強化に関する対応等を適時適切に実施すること

23. 個人情報の取り扱いに関する条例の改正等を適時適切に実施すること

22. 法規制・条例・手続き等の変更や特区の申請等を適時適切に実施すること

21. 法規制・条例・手続き等の変更や特区の申請等を自由に発想・検討すること

20. スマートシティ導入に適した人口規模を有すること、または広域連携すること

19. 地域の産官学民連携パートナーを確保すること

18. スマートシティ導入に関する市民の参加意識を高めること

17. ステークホルダーの合意形成に必要なガバナンス体制を構築すること

16. スマートシティ担当チームに必要⼗分な権限を与えること

15. スマートシティ担当チームに必要なスキルを持った人材を配置すること

14. スマートシティ導入に適した組織文化を醸成すること

13. スマートシティ導入に適した担当部署や指揮命令系統を組織内に設置すること

12. 官民データ連携プラットフォームや都市OSをデザインし導入すること

11. ICTやデータに強い人材を育成・確保すること

10. スマートシティの資金調達方法やマネタイズ方法を確⽴すること

9. スマートシティの施策を自律自⾛可能なビジネスモデルへと変換すること

8. スマートシティ政策に対して⼗分な予算配分を行うこと

7. 各種政策のなかで、スマートシティ政策の優先順位を高めること

6. 導入ノウハウ、成功・失敗事例等の実践情報を収集すること

5. 政策情報源（中央省庁等）や相談相手を確保すること

4. 導入コンセプト・戦略や計画を策定すること

3. 導入目的や課題意識を明確にすること

2. 全体を統括するアーキテクト（総合プロデューサー）人材を発掘し、任命すること

1.首長のリーダーシップが⼗分に発揮されること

7 全くできていない 6 あまりできていない 5 どちらかいうとできていない 4 どちらでもない 3 どちらかというとできている 2 ある程度できている 1 ⼗分にできている

スマートシティ推進上の最大の課題 ～ 実証実験・社会実装段階

◼ 首長のリーダーシップについては、9割以上の自治体がポジティブな評価。それ以外も多くの項目で、ポジティブ評価が
50%を上回る。他方で、ビジネスモデル・マネタイズ、市民参加については、ネガティブ評価が50%前後と高い。

推進段階によって異なる課題、実証実験・社会実装段階では多くの課題をクリアしつつあるなか、ビジネスモデル・マネタイズ、市民参加が大きな課題として立ちはだかる

(n=44）
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◼ スマートシティの５つの基本原則（注）の実施状況については、総じて低い評価。前年に比べても進捗していない。

スマートシティの５つの基本原則の実施状況

（注）内閣府・総務省・経済産業省・国土交通省・スマートシティ官民連携プラットフォームが作成した「スマートシティガイドブック」では、スマートシティの「3つの基本理念」として、
「市民（利用者）中心主義」「ビジョン・課題フォーカス」「分野間・都市間連携の重視」を定義。さらに「5つの基本原則」として「公平性、包摂性の確保」「プライバシーの確保」
「セキュリティ、レジリエンシーの確保」「相互運用性・オープン性・透明性の確保」「運営面、資金面での持続可能性の確保」を掲げている
https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/smartcity/00_scguide_s.pdf

総じて低い評価、かつ大きな進捗はみられず
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同上（2021年）

「公平性・包摂性の確保」関連

情報（ICT）アクセシビリティを要求する条例や規程の整備

同上（2021年）

「相互運用性・オープン性・透明性の確保」関連

オープンデータPFの価値向上のための定期的な評価の実施

同上（2021年）

「プライバシーの確保」関連

プライバシー影響評価の実施

同上（2021年）

「5つの基本原則」に基づくスマートシティの推進

1 ⼗分にできている 2 ある程度できている 3 どちらかというとできている 4 どちらでもない 5 どちらかいうとできていない 6 あまりできていない 7 全くできていない

（2021年 n=77）

（2022年 n=91）

https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/smartcity/00_scguide_s.pdf

